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第２次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン第２期実施計画素案に対する 

パブリックコメント手続の実施結果について 

１ 概要 

本市の教育施策を総合的かつ体系的に推進し、今後目指すべき基本理念や目標などを実現するための

教育に関する総合計画として「第２次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン第２期実施計画素

案」を策定し、広く市民の皆様の御意見を募集しました。 

  その結果、１７通（意見総数４７件）の御意見をいただきましたので、御意見の内容及び御意見に対

する本市の考え方を次のとおり公表いたします。 

２ 意見募集の概要 

題名 第２次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン第２期実施計画素案 

意見の募集期間 平成２９年１２月１２日（火）～平成３０年１月１１日（木）（３１日間）

意見の提出方法 ホームページ、ＦＡＸ、郵送、持参 

意見募集の周知方法 ・本市ホームページへの掲載 

・市政だより（１２月２１日号）への掲載 

・各区役所 

・かわさき情報プラザ（市役所第３庁舎２階） 

・教育文化会館、各市民館・市民館分館 

・各図書館・図書館分館 

・教育委員会事務局総務部企画課（明治安田生命川崎ビル３階） 

結果の公表方法 ・本市ホームページへの掲載 

・各区役所 

・かわさき情報プラザ（市役所第３庁舎２階） 

・教育文化会館、各市民館・市民館分館 

・各図書館・図書館分館 

・教育委員会事務局総務部企画課（明治安田生命川崎ビル３階） 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） １７通(４７件) 

内訳 ホームページ １０通(２４件) 

ＦＡＸ ７通(２３件) 

郵送 ０通( ０件) 

持参 ０通( ０件) 
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４ 御意見の内容と対応 

   パブリックコメント手続の実施により、「第２次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン第

２期実施計画素案」の趣旨に沿った御意見、今後の取組を推進する中で参考とさせていただく御意見

のほか、内容を充実させる御意見がありましたことから、一部の御意見を反映し、「第２次川崎市教

育振興基本計画 かわさき教育プラン第２期実施計画」を策定します。 

【御意見に対する市の考え方の区分】 

Ａ 御意見を踏まえ、計画に反映させるもの 

Ｂ 御意見の趣旨が計画に沿ったものであり、御意見の趣旨を踏まえて取組を推進するもの 

Ｃ 今後の取組を進めていく上で参考とするもの 

Ｄ 計画に対する質問・要望であり、計画の内容を説明・確認するもの 

Ｅ その他 

【意見の件数と対応区分】 

項      目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

（１）プランの基本理念、基本目標及び計画全般に

関すること 

   ４  ４ 

（２）基本政策Ⅱに関すること ２ １ ５ １０  １８ 

（３）基本政策Ⅲに関すること  １    １ 

（４）基本政策Ⅴに関すること  ４  ４  ８ 

（５）基本政策Ⅵに関すること  ２  ４  ６ 

（６）基本政策Ⅶに関すること   ３ ４  ７ 

（７）その他    ２ １ ３ 

合      計 ２ ８ ８ ２８ １ ４７ 

※「具体的な意見の内容と本市の考え方」については、意見要旨において、同様の意見を集約することに

より、全４３件の意見要旨にまとめ、これに対する本市の考え方を示したものです。 
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具体的な意見の内容と本市の考え方【詳細】 

（１）プランの基本理念、基本目標及び計画全般に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

１ 

生涯を通じて学ぶための条件整備という

観点がない。「自主・自立」「共生・協働」

という人間像を押し付けていないか。 

本市では、平成２７年３月に第２次川崎

市教育振興基本計画かわさき教育プランを

策定しました。その際「生涯にわたって学

び続け、自立した個人として生きていく力

を一人ひとりが身につけること」そして「自

立した個人が、多様な価値観を認め合い、

互いに支え合い、高め合う精神を持ち、生

きがいのある社会を協働してつくりだして

いくこと」が大切であるという考えのもと、

「自主・自立」「共生・協働」をキーワー

ドに、概ね１０年間の計画期間全体を通じ

て実現をめざす基本目標を定めました。 

基本目標の実現は特定の事務事業のみを

もって達成できるものではありませんの

で、教育プランに基づいて推進するあらゆ

る教育活動を通じて、その実現に向けて取

り組んでいきます。 

Ｄ 

２ 

自主・自立は、成長年齢に応じた子ども

を取り巻く環境で個別に支援することが大

事である。共生・協働は、自主・自立のも

と集団との関係性の中で習得するもので、

精神育成ではなく行動実践を視野に入れた

目標とすべきである。 

Ｄ 

３ 

進捗管理について、市民とともに創る姿

勢に欠けている。市民を公募して企画段階

から参画させることが望ましい。 

教育プランに基づく取組の進捗管理は

「川崎市教育改革推進会議」を活用して実

施していきます。当該会議の委員には公募

委員も含まれており、市民の方からの意見

も活用しながらＰＤＣＡサイクルを運用し

ます。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

４ 

「目標」を立てる前にあるべき「目的」

が不明確である。１０年間の計画の前提に、

すべての市職員が理解し共有し合える「目

的」を掲げることで、市民が誇りを持ち、

自信を持って子どもに伝えられる「教育方

針」になり得る。目的から目標という構図

の中で、川崎の教育行政として何を掲げ、

何を重点化するかを明確にすることで、川

崎の地域性が盛り込まれた、市独自の予算

案に結実するように思える。 

第２次川崎市教育振興基本計画かわさき

教育プランは、平成２７年３月に策定した

ものです。策定に当たっては、どのような

社会状況においても夢や希望を抱き、自ら

学び、自ら考え、主体的に判断・行動しな

がら、いきいきと躍動する市民を育てるこ

と、また市民一人ひとりがお互いを尊重し、

支え合い、高め合いながらともに生きる社

会をつくることが人づくりを担う教育の大

切な役割であると考え、基本理念を「夢や

希望を抱いて生きがいのある人生を送るた

めの礎を築く」、基本目標を「自主・自立」

「共生・協働」と定めました。これらの教

育がめざすものを、教員をはじめとするす

べての職員が共有し、教育プランに基づく

取組を推進していきます。 

Ｄ 
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（２）基本政策Ⅱ（学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす）に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

５ 

子どもの「生きる力」は数値で測られる

ものではなく、得たものを使いこなし、改

善し、自分や周囲の人々と共同できる力を

成長段階や個人の力に応じて培っていくも

のである。人間の持っている潜在的な力の

育成が大切である。 

新学習指導要領は「生きる力」を「知識

及び技能」「思考力、判断力、表現力等」

「学びに向かう力、人間性等」の「資質・

能力の三つの柱」で示しています。その実

現に向けて各学校が「社会に開かれた教育

課程」を編成し、「主体的・対話的で深い

学び」の視点の授業改善を通して「生きる

力」を育んでいきます。 

Ｂ 

６ 

かわさきパラムーブメント推進ビジョン

に基づく「心のバリアフリー」の取組を進

めることは、思想・信条の自由に反する事

例が出てくるのではないか。 

本市の教育においては、人権尊重の精神

の涵養を目的とした人権尊重教育をすべて

の教育活動の基盤として位置づけていま

す。これまでに一人ひとりが国籍、文化、

性別、障害、世代、考え方などの多様性を

尊重し、互いの違いを認め合い、自己肯定

感を高め、他者を大切にする教育活動を進

めてきました。 

このような教育活動に加え、かわさきパ

ラムーブメント推進ビジョンに基づいた

「心のバリアフリー」を推進することが、

本プランの施策２「豊かな心の育成」に有

用であると認識しており、今後も引き続き、

相手との違いを認め尊重し合える教育を推

進していきます。 

Ｄ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

７ 

学校図書館は子どもの学びを支える重要

な役割を担っており、施策２「豊かな心の

育成」ではなく施策１「確かな学力」に位

置づけ、学校教育の現場でより深い役割を

果たせるような施設とすることを目指すべ

きである。 

（同趣旨 ほか１件）

本市が理想としているのは、学校の教育

課程に寄与する学校図書館、各学校の良さ

を共有した質の高い学校図書館、「読書セ

ンター」・「学習・情報センター」として

の学校図書館、ボランティアの力が生きる

学校図書館の４つの要素を備えた学校図書

館です。 

こうした役割を担う学校司書の配置を含

む学校図書館における取組は、「読書のま

ち・かわさき」を推進するための重要な取

組であることから、学校司書の配置を「読

書のまち・かわさき推進事業」に位置づけ

ています。 

また、子どもたちの読書活動は、学力の

育成とともに、人生をより豊かでより深く

生きていくための力を身につけていく上で

欠かせないものであるため、「読書のまち・

かわさき推進事業」は、施策２「豊かな心」

に位置づけています。 

Ｄ 

８ 

学校司書の配置は「読書のまち・かわさ

き推進事業」の一部ではなく、独立した「学

校司書の配置事業」として欲しい。 

（同趣旨 ほか１件）

Ｄ 

９ 

全ての小・中学校へ学校司書を配置する

ことを目指してほしい。その上で、平成  

３３年度までに全ての小学校への学校司書

を置くことを記載して欲しい。 

（同趣旨 ほか１件）

学校司書の配置については、モデル校に

おいて、貸出冊数の増加など配置による効

果が表れていることからも、今後、検証結

果を十分に踏まえ、小学校全校配置に向け

て調整を進めていきます。また、学校司書

が十分に力を発揮できるよう、研修等によ

り資質を高めるとともに、総括学校司書の

巡回など、学校図書館の活性化に向けて幅

広く支援を行います。 

Ｃ 

10 

予算の課題もあるだろうが、横浜市では

高額な予算をかけて全ての学校に学校司書

を配置している。学校司書の配置事業につ

いて、より一層の覚悟をもって取り組んで

欲しい。 

Ｃ 

11 

学校司書は豊かな心の育成に資するだけ

ではなく、様々な学習の観点から力量を発

揮できる職種であるが、現在の配置人数も

任用条件も、その力量発揮のためには不十

分な状況である。 

Ｃ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

12 

教育を受ける権利を保障する場所である

学校で、図書館（学びたいことを学ぶ権利

を保障するためのツールの一つ）を活用す

る方法を子ども達に教えて欲しい。また、

図書館の活用について教えるためには司書

の資格は必要であるため、各学校に司書資

格を持った学校司書を配置して欲しい。 

学校図書館は、学校の教育課程に寄与す

る図書館をめざし、運営計画の立案や管理

は学校が行います。学校司書は学校長の運

営方針に沿って、学校の司書教諭や図書担

当教諭と連携し、学校図書館の活性化や読

書活動の充実に努めています。 

また、これまでの検証結果から、貸出冊

数の増加などの学校司書配置による効果が

表れており、今後も学校司書を対象とする

研修会の開催などを通じて、学校司書の資

質の向上を図ります。 

Ｄ 

13 

学校司書設置要綱をみると、学校司書は

補助的な役割しか担っていないように見え

る。学校司書の仕事は学校図書館の「管理・

運営」であり、司書教諭等の補助ではない。

この要綱があるから待遇や身分に課題があ

るのでは。 

Ｄ 

14 

学校司書募集の方法が公募ではない点が

問題である。できるだけ早く、学校司書の

待遇や身分を改善して欲しい。 

学校図書館には、これまで、保護者や地

域の方々、元教員など、様々な方が関わっ

ています。その豊富な人材から、資格の有

無に関わらず、子どもたちや学校の様子、

学校図書館のことをよく把握している方を

校長が推薦し、学校司書として配置するよ

うにしました。 

また総括学校司書は、担当校の巡回を通

じて各学校の実態を把握した上で、学校の

ニーズに応じた研修会の企画・運営などの

支援を行いながら、学校図書館の活性化に

向けた支援を行っていきます。 

Ｄ 

15 

司書資格を必要とする総括学校司書と、

司書資格が不要な学校司書の二重構造にな

るのはなぜか。かえって非効率になり、学

校図書館の仕事を進める上での弊害にもな

りかねないので、考えを改めて欲しい。 Ｄ 

16 

素案には図書を活用した教育を行うため

の適切な司書配置や、子どもの読書に関す

る教職員への研修が位置づけられていな

い。 

素案以降の検討内容や御意見を踏まえ、

３９ページの読書のまち・かわさき推進事

業に各年度における総括学校司書の配置人

数、学校司書の配置校数及び図書担当教諭

等への研修の実施について記載を追加しま

した。 

Ａ 
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番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

17 

学校図書館とそれを支える支援センタ

ー、公共図書館の充実をプランの中に明確

に盛り込んで欲しい。 

学校図書館と市立図書館は役割が異なる

ため、基本政策Ⅱの中で市立図書館につい

ては触れていませんが、学校図書館の読書

環境及び学習環境の整備に当たっては、市

立図書館は学校図書館を支える重要な役割

を担っており、学校へ図書資料の提供、調

べ学習や読書指導などの支援を実施してい

ますので、このことを明確にするため、９

２ページの基本政策Ⅶの図書館運営事業

に、学校図書館への支援について記載を追

加しました。 

Ａ 

18 

小学校給食と比べて、中学校給食のメニ

ューが貧相に思える。食費がないなら地産

地消にこだわらず外国産の食材を取り入

れ、満腹感を得られるようメニューに富ん

だ給食として欲しい。 

中学校給食については「健康給食」をコ

ンセプトと定め、「とにかく美味しい、自

然と健康になる、みんなが大好き」な給食

をめざしています。 

献立については、市の栄養士が、国から

示されている学校給食摂取基準を参考とし

ながら、上記コンセプトに沿って作成して

おり、小学校の献立をアレンジしさらに一

品追加するなど、中学生にふさわしい充実

した献立としています。 

食材については、学校における食育のさ

らなる推進を図るため地産地消に取り組ん

でおり、保護者アンケートにおいても、国

産品に関する要望が多いことから、国産を

基本としています。

Ｄ 

19 

市立高校における中高一貫教育校につい

て、国や県などの方針にとらわれることな

く、これ以上の増設はせず、市独自の考え

を通していただきたい。いずれにしても、

常に市民、学校、教師の意向を十分考慮し

て欲しい。 

中高一貫教育校をはじめ、市立高校の魅

力ある学校づくりについては、市民の意見

や各校からの意見を十分考慮するととも

に、社会状況の変化等に応じた特色ある学

校づくりとなるよう、取り組んでいきます。

Ｃ 
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（３）基本政策Ⅲ（一人ひとりの教育的ニーズに対応する）に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

20 

子どもの多様なニーズの把握をしっかり

と行わなければならない。ニーズの中身を

精査し、公平に扱うことが必要である。 

本市では、共生社会の実現をめざし、障

害の有無に関わらず、一人ひとりの教育的

ニーズに適切に対応する「支援教育」を学

校教育全体で推進しています。これからも、

すべての子どもが必要な教育的支援を受

け、できる限り同じ場で学ぶことを通じて、

学習に参加している実感・達成感を持ちな

がら、充実した時間を過ごす中で助け合い、

支え合って生きていく力を身につけること

をめざして取組を推進します。 

Ｂ 
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（４）基本政策Ⅴ（学校の教育力を強化する）に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

21 

社会に開かれた教育課程を実現するため

には、個々の教員が働く環境条件の整備を

第一義とすることが必要である。 

学校に求められる役割の拡大や、新たな

教育課題等に対応するため、教員が本来的

な業務に専念できる体制の整備が必要にな

っています。今年度実施した教職員の勤務

実態調査の結果を踏まえ、業務の負担感等

の分析を行い、業務の効率化及び学校の運

営体制の円滑化に向けた取組を進めます。 

Ｂ 

22 

基本政策Ⅴ「学校の教育力を強化する」

に賛同する。経験年数の少ない教員は、様々

な業務に追われて教員としての専門性を高

めることが難しい状況にある。第２期実施

計画においては、「働き方改革」の視点か

ら教員の長時間勤務の要因を整理しながら

課題を改善し、教員が情熱を持って本来の

業務に一層専念できる体制を整えて欲し

い。 

（同趣旨 ほか１件）

Ｂ 

23 

地域が学校に参加するというのはどうい

うことか。ＰＴＡと何が違うのか。 

子どもたちの健やかな成長のためには、

保護者だけではなく、地域の方々との協働

が必要であると考えており、保護者が参加

するＰＴＡに加え、本市では、全ての学校

に学校教育推進会議又は学校運営協議会を

設置し、教育課程に関することや学校運営

に関すること等について地域の方々と共有

しながら話し合い、よりよい学校づくりを

推進しています。 

地域の方々と関わり合うことで、各学校

において多様な教育活動を展開できるとと

もに、子どもたちが地域とのつながりを実

感してふるさとへの愛着を育むことができ

るものと考えており、今後も引き続き、学

校運営への地域等による参画を促進してい

きます。 

Ｄ 

24 

退職後の教員を積極的に活用して欲し

い。退職後もやる気があって健康な教員で

あれば、非常勤としてティーム・ティーチ

ングを担うなど、子どもにも保護者にも若

い教員にもプラスの効果が見込まれる。 

退職後の教職員については、現状におい

ても希望のある方は再任用や非常勤講師等

で再雇用し、豊富な知識や経験等を学校現

場で活かしています。今後も引き続き、働

く意欲と能力のある方々の活用に努めま

す。 

Ｂ 



11 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

25 

ＰＴＡからは教員増員を要望しているに

もかかわらず、学校現場の状況は改善され

ていない。 

学校に求められる役割の拡大や、新たな

教育課題等に対応するため、教員が本来的

な業務に専念できる体制の整備が必要にな

っています。今年度実施した教職員の勤務

実態調査の結果を踏まえ、業務の負担感等

の分析を行い、業務の効率化及び学校の運

営体制の円滑化に向けた取組を進めます。 

また、教職員の配置については、割り振

られた教員定数を有効に活用しながら教育

環境の一層の充実を図ることが重要である

と考えており、今後も国の法改正による定

数措置等を求めていきます。 

Ｄ 

26 

教師が子どもに向き合う時間を確保する

ためには、業務の効率化よりも教職員の配

置人数を増やすことやクラスの定員を現状

の４０名から少なくすることが必要であ

る。教育環境の改善のために教職員の増員

や１学級の定員減少への検討をお願いした

い。 

Ｄ 

27 

チーム学校とあるが、不登校等への対応

については、子どもへの継続的な接触や家

庭とのやり取りなどがあるため、少人数学

級・正規教員の増加が最優先である。 

Ｄ 



12 

（５）基本政策Ⅵ（家庭・地域の教育力を高める）に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

28 

家庭教育に関する支援について記載があ

るが、個々の家庭方針にまで踏み込むので

はないかと懸念している。 

個々の家庭が、家庭教育を十分に行って

いけるような支援を行っていくことをめざ

しており、個々の家庭方針について踏み込

むものではありません。 

Ｄ 

29 

地域教育会議と寺子屋の運営をＰＴＡが

担っている学校があり、現場の保護者負担

は大きくなっている。新たな事業を始める

前に、中学校区や区の地域教育会議、子ど

も会議など、既存の団体の見直しを行うこ

とも必要ではないか。 

ＰＴＡは、保護者と教職員を会員として

自主的に運営される団体であり、また、各

区及び各中学校区に設置されている地域教

育会議は、学校・家庭・地域の連携を推進

し、地域の教育力の向上を図る自主的な活

動組織です。今後も、これらの団体が社会

状況の変化や地域の実情に応じて主体的に

活動できるよう支援していきます。 

Ｄ 

30 

子育てに役立つ様々な研修会を企画して

いるが、共働き世帯の増加等により参加者

が見つからないことが残念である。市ＰＴ

Ａ協議会のホームページを充実させ、著名

人によるコラム連載や講演会の動画配信等

をお願いしたい。 

教育委員会では、共働き世帯の増加等に

対応した事業の必要性から、様々な支援等

に取り組んでいます。 

市ＰＴＡ連絡協議会への御意見につきま

しては本市から市ＰＴＡ連絡協議会へ伝え

るとともに、教育委員会としても、各市民

館だよりや「教育だよりかわさき」を通じ

て優良ＰＴＡ表彰を広報するなど、ＰＴＡ

活動の支援に取り組んでいきます。 

Ｄ 

31 

家庭への支援については個々の生活、家

庭環境にあったアドバイスや支援が必要で

あり、そのためにはじっくり相談でき、そ

れを分析・進言できる体制が不可欠である。

市民館等において家庭教育学級等を実施

することにより、学びを通して家庭教育の

大切さを知ってもらい、各家庭や地域の家

庭への支援につなげていくとともに、区役

所や総合教育センターにおいて教育相談の

ための窓口を設置し、個別の相談体制を整

備しています。 

Ｂ 



13 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

32 

家庭・地域の教育力の向上については、

子どもたちと日常的なつながりのある自治

会や町内会の実情把握が欠かせない。旧態

依然とした自治会や町内会では若い世帯と

の交流が困難であり、そうした状況下での

子ども育ては難しいと思う。自治会や町内

会が、地域の意見を吸い上げて自主的・主

体的な活動を行うために教育行政として何

ができるのか。学校頼みでは酷である。 

本市では、町内会・自治会について、自

発的な加入や活動への参加促進のほか、自

主的な設立に向けた支援を行っています。 

地域課題や社会的課題の効果的な解決に

向けて、多様な主体と協働・連携した地域

づくりを進めることが求められており、コ

ミュニティ施策の再構築に向けた取組を推

進しています。 

教育委員会としては、自治会・町内会活

動にも関わる地域のつながりの促進に向け

て、市民館等において、地域課題や生活課

題の解決に向けた学び合いの場づくりを行

い、学びを通じた地域づくりの促進を図っ

ていきます。 

Ｄ 

33 

人生や社会の先輩としての高齢者（川崎

市民としての誇りを持ち歴史を知る人々）

が、広い意味での教育者として多岐にわた

って活動することができれば、それらの

人々を教育者として受け入れた体験を持つ

子どもが、広い視野を持って地元の発展に

貢献し、海外との架け橋となる人材に成長

できると思う。 

子どもたちが、いきいきと地域で活動す

る大人と出会うことは、将来を考える上で

も大変重要なことですので、地域の寺子屋

事業など地域ぐるみで子どもたちを育てる

仕組みづくりを進め、親や教員以外のたく

さんの大人と子どもたちとの交流を進めま

す。 

Ｂ 



14 

（６）基本政策Ⅶ（いきいきと学び、活動するための環境をつくる）に関すること 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

34 

地域の教育資源として文化財が示されて

いるが、図書館も郷土資料を収集・提供す

る役割がある。 

図書館においては、川崎市に関する地

域・郷土及び行政資料の収集及び提供を行

っています。 

Ｄ 

35 

市立図書館の政策方針が示されていない

のはなぜか。「自主・自立」を定めている

が、図書館は自主的に自由に学びを深める

ことのできる施設である。専門の図書館運

営協議会を復活させ、将来計画を明らかに

して市民の意見を運営に取り入れて欲し

い。 

図書館協議会は、平成２８年度から川崎

市社会教育委員会議図書館専門部会に移行

しましたが、図書館の運営及び図書館奉仕

について意見を述べるという役割は従来と

変わるものではありません。今後も引き続

き、市民の皆様の御意見を取り入れながら

図書館の運営を行います。 

Ｄ 

36 

生涯学習の場に企業の協力をあえて含め

るのは違和感がある。 

市民が自ら学び、学んだ成果を地域づく

りや市民活動に活かすため、市民団体や大

学、企業など多様な主体と連携しながら、

学びの内容や手法を工夫し、市民の生涯学

習の充実を図ります。 

Ｄ 

37 

図書館が便利になることは良いが、休館

日の減や開館時間延長による業務過多で、

丁寧なレファレンスや利用者への支援がで

きなくなっているのではないか。図書館職

員の専門分野に特化できる時間を増やし、

図書館資料の充実や地域資料の収集・提供、

レファレンスの充実など、図書館利用の質

を上げる方向に舵取りをして欲しい。 

貸出、返却カウンターその他の業務の委

託化及びインターネットの活用等により、

職員はレファレンス、読書相談、企画運営

事業、資料収集等の専門的な業務に専念で

きる時間を確保しています。資料収集につ

いては一般、児童、地域資料ごとに選定委

員会を設けて充実を図っており、引き続き、

外部研修への職員の派遣や内部研修を通じ

て専門性を高めていきます。 

Ｃ 

38 

市立図書館と学校図書館とのシステム上

の繋がりを有効に活用して欲しい。 

小・中学校全校、川崎高等学校及び特別

支援学校２校が図書館総合システムで運営

されており、各学校においては、他の学校

や市立図書館の蔵書情報についてシステム

を通じて確認することで、蔵書管理を効率

的に行い、図書整備などに有効活用してい

きます。 

Ｃ 



15 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

39 

基本政策Ⅶについて、今までの事業と変

化がなく、課題解決のための検討がどう行

われたのかがわからない。「知縁」の創造

への具体策や地域コミュニティの再構築に

向けた取組など、課題解決に向けた具体策

が示されていない。 

学びによる地域のつながりの創出にむけ

て、地域や社会の課題解決に向けた学習の

場づくりや、市民の交流などに向けた学習

事業を行っており、それらの事業を通じて

新たなつながりが増えたとする市民は増え

ています。今後も引き続き、市民の主体的

な生涯学習を支援する市民自主学級や、市

民が担い手となって市民同士の学びあいの

場をつくる市民自主企画事業の実施などを

通じて、学びを通じた出会いを促進してい

きます。 

Ｄ 

40 

図書館は、市民に対して地域や国の課題

に関する情報を提供する施設であり、そこ

で得られた興味関心をもとに、主体的に学

ぶ場所が図書館であり、市民館である。社

会教育への市民の関心を広め、社会教育を

充実させるためにも、図書館と市民館とで

連携して事業を企画して欲しい。そこに市

民ボランティアを加えることで、経費も少

なく風通しも良くなると思う。 

市民館と図書館との連携については、家

庭・地域教育学級において読書の大切さを

示したり、読み聞かせボランティアを育成

したりするなど、連携した事業を企画・実

施しています。今後も各施設において、ボ

ランティアの協力を得ながら、地域や社会

の課題解決に向けて地域の実情に応じた資

料提供とともに、市民による学びの場づく

りを行い、市民の生涯学習を支えていきま

す。 

Ｃ 
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（７）その他 

番号 意見要旨 本市の考え方 区分 

41 

今後、少子化に伴う予算減少、またそれ

によるＰＴＡ活動の縮小が予想されるた

め、市ＰＴＡ協議会等へ納める会費の軽減

をお願いしたい。 

市ＰＴＡ連絡協議会への御意見につきま

しては本市から市ＰＴＡ連絡協議会へ伝え

ます。 
Ｅ 

42 

子ども・保護者・教師の考えや意見・要

望等は最大限に取り上げ、生かしていくの

が教育行政の役割である。当事者の悩みに

寄り添うのではなく、当事者の立場に立っ

た行政努力により、創造的ないきいきとし

た教育効果が出てくる。 

素案の策定に当たっては、学校関係者と

の意見交換や、川崎市教育改革推進会議の

開催を通じて学識経験者や保護者等から意

見をいただきながら進めてきました。今後

も引き続き、学校や保護者等と連携・協働

しながら計画を推進していきます。 

Ｄ 

43 

この計画を形骸化させないためには、冊

子の書式や形態を変えるべきであると考え

る。「教育に携わる者」皆が一読できる量

にし、特に概要版については市民が常に携

帯できるサイズとするべきである。 

計画の書式等については、行政計画とし

て情報量が多大であるため、冊子のコンパ

クト化は困難なものと考えていますが、計

画についてはホームページに掲載しますの

で、必要な際に御覧いただけます。 

なお、計画の推進のためには学校や家庭、

地域などの多様な主体との連携・協働が重

要と考えていますので、広く周知を図って

いきます。 

Ｄ 


